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緒　言

　平成 20 年度よりはじまった特定保健指導［1］

では、動機づけ支援および積極的支援対象となっ

た被保険者に対して、個々の生活状況に応じた栄

養指導と運動指導を行うことになり、保健指導実

施者には身体活動全般に関する知識と身体活動量

をあげるための実践的指導能力が要求されるよう

になった。

　少子高齢化の時代を迎えたわが国においては、

｢健康づくり｣ に対する取り組みは大きな社会的役

割を担っている［2］。これまでの身体活動・運動

分野における健康づくりへの国の具体的な取り組

みとして、「健康づくりのための運動所要量」（運

動所要量）［4,5,6］などの策定・普及活動が挙げら

れる。しかし、平成 16 年に発表された「21 世紀

における国民健康づくり運動」（健康日本 21）［7］ 

の中間評価によると、身体活動量は減少し、国の

政策が社会的成果に大きく結びついていないのが

現状である。その要因の1つとして、国の身体活動・

運動分野における健康づくりの取り組みが、主と

して「運動・スポーツ」に焦点を当てて策定されて

おり、「生活活動」に着目していなかったことが挙

げられる。身体活動に関する行動科学研究分野に

おいても、国内外ともに「運動・スポーツ」をター

ゲットとしたものが多く、「生活活動」を取り上げ

た研究［8］は少ないのが現状である。

　円滑な健康教育指導のためには「生活活動」分野

の早急な研究が望まれているが、この分野の問題点

は、「生活活動」には意図的に行われる行動だけでな

く、人が生きていく上で必然的に行わなければなら
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要　旨

　本研究は 20歳～64歳の一般成人161名を対象に、生活活動と運動行動について、行動変容ステージと心の

準備性（自己効力感および意思決定バランス）の関係から両行動の性質の違いを検討し、効果的な介入のための

基礎資料を得る事を目的とした。　　　

　生活活動の行動変容ステージ分布では、全体の半数以上を維持期と無意識実行期の者が占め、その内の半数

（全体の25%）は無意識実行期に分類された。生活活動は運動行動に比べ行動を起こしていても無意識に行って

いるものが多く、無意識実行期の自己効力感は実行期や維持期に近いことがわかった。一方、運動行動では全体

の10％が無意識実行期に分類され、無意識実行期はより準備期に近いことがわかった。

　意思決定バランスは、運動行動・生活活動ともにプロス（利益感）得点が高く、行動変容ステージとの間に明ら

かな関連はみられなかった。しかし、運動行動のコンズ（不利益感）得点は行動変容ステージとともに軽減したこ

とから、運動行動への意識づけには不利益感を軽減させる指導が有効であることがわかった。

　これらの結果より、身体活動の変容ステージは生活活動と運動行動の二つの分野に分けて心理的要因を検討

した上で指導を行うことで、効果的な行動変容が期待できると考えられる。

  キーワード　身体活動、トランスセオレティカルモデル、自己効力感、意思決定バランス、健康教育
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ない行動が多分に含まれていることである。例えば、

行動科学分野で多く研究されているトランスセオレ

ティカルモデル（TTM）では、人の行動には意識が伴っ

ているということを大前提としてステージ分類を行う

が、意識と行動が一致しない者に対しては、効果的

な健康教育は期待できない。

　そこで、本研究では、「生活活動」、「運動行動」の

2つの行動において、変容ステージと準備性を示す

心理的要因である自己効力感（SE）、意思決定バラ

ンス（DB）との関係からTTMの 5段階の変容ステー

ジに属さない者、つまり無意識に行動している者の

存在を明らかにし、生活活動と運動行動の質的違い

について比較検討を行った。そして、生活活動と運

動行動を変容させるための効果的な介入を行うため

の基礎資料を得ることを目的とした。

方　法

1）調査対象および調査方法

　本研究では、20 歳以上 64歳未満の一般成人を

調査対象とした。本研究の参加に対する説明を口頭

と文書で行い、同意の得られた者に調査用紙の入っ

た封筒を配布し、持ち帰り、自宅にて記入してもらっ

た。対象者が回答した調査用紙は、郵送、もしくは直

接提出してもらうことによって回収した。調査用紙は、

地方自治体主催の生活習慣病予防のための講演会に

参加していた地域住民および地方大学の職員、大学

の講義にて学生を通じて同居家族への呼びかけなど

により230人に配布した。その結果、193人から回

答（回収率83.9％）が得られたが、回答に不備のあった

32 名を除き161人（有効回答率 83.4％）のデータを

分析に用いた。2日間にわたり調査を行い、1日目の

調査の翌日に 2日目用の質問項目を回答してもらっ

た。調査対象者の属性は、年齢：45.6±10.8 歳、

性別：男性 60 名（37.3％）/ 女性101名（62.7％）、職

業：勤労者125 名（77.6％）/ 専業主婦26 名（16.1％）

/ 無職 3名（1.9％）/その他 7名（4.3％）、喫煙習慣：

あり42 名（26.1％）/ なし119 名（73.9％）であった。

なお、本研究は高崎健康福祉大学の研究倫理委員

会の疫学研究に係る審査を受け、承認を得た（高崎

健康福祉大学1801号）。

2）調査内容

　調査は、生活活動および運動行動に対して、それ

ぞれ①行動変容ステージ（下記に示す 2種類を2日

に分けて実施）、②自己効力感（SE）、③意思決定バ

ランス（DB）の尺度を用いて実施した。

①生活活動・運動行動の変容ステージ

　5 段階の変容ステージの測定については、

Prochaskaらの TTM［9,10, 11］に基づく岡ら［12,13］

が作成した 5つの質問項目からなる尺度を使用し

た。6 段階の変容ステージの測定には、岡らの 5段

階変容ステージに、行動はしているがその目的行動

を日常的に無意識に行う状況にある無意識実行期

という変容ステージを加え、6つの質問項目からなる

尺度を作成した（表1-1,1-2）。6 段階の変容ステージ

調査は１日目、5段階変容ステージ調査は 2日目に

実施した。

②生活活動・運動行動の自己効力感（SE）

　自己効力感（SE）は、個人が定期的に運動を行う

表1-1 　生活活動 6段階変容ステージ質問項目

あなたの過去 6カ月間及び現在、これから
6カ月間の生活活動についてお聞きします。

※活発な生活活動とは、運動以外で、日常
生活における労働、歩行（買い物、通勤）、
床そうじ、庭仕事、物を運ぶ、子供と遊ぶ
などの身体活動を合計して毎日1時間以上
のことを意味します。

あなたは、以上の定義のような活発な生活
活動を行っていますか。

１． いいえ、また、これから先（6カ月以内）も活発な生活  
 活動を始めるつもりはない。（前熟考期）

２．いいえ、しかし、近い将来（6カ月以内）に活発な生活  
 活動を始めようと思っている。（熟考期）

３． いいえ、しかし、定期的ではないが、時々活発な生活 
 活動をしている。（準備期）

４．はい、しかし、始めてから6カ月以内である。（実行期）

５． はい、6カ月以上継続している。（維持期）

６． はい、しかし、それは意識的なものではない。
 （無意識実行期）
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場合、多様に異なる障害や状況におかれても、逆戻

りすることなくその運動を継続して行うことができる

見込み感のことである。本研究では、岡ら［14］が作

成した4 項目からなる尺度を用いて、生活活動と運

動行動に関する質問を5段階評価し、その合計得点

を個人ごとに算出した。

③生活活動・運動行動の意思決定バランス（DB）

　運動の意思決定バランス（DB）は、個人が健康の

維持・増進や趣味のために、定期的に運動すること

によって得られるプロス（利益）とコンズ（不利益）を

どの程度自覚しているかの評価のことである。運動

行動に関するDBを測定するために岡ら［15］が作成

したプロス10 項目、コンズ10 項目からなる尺度を

用いて、5段階評価し、プロス得点とコンズ得点の

合計点を個人ごとに算出した。生活活動の尺度は、

岡ら［15］の作成した運動の尺度を参考に文章を訂正

してから使用した。なお、それぞれのステージごとに

プロスとコンズのTスコアを算出し、その差異をバラ

ンス得点とした〔バランス得点＝プロス得点（Tスコア）

－コンズ得点（Tスコア）〕。

3）分析方法

　統計処理には SPSS for Windows ver.14.0 を用い

た。生活活動、運動行動の変容ステージと年齢との

関係は一元配置の分散分析（ANOVA）、性別、職業、

喫煙の有無との関係はχ2 検定を行った。また、変容

ステージとSE、DBとの関係については、各SE総得点、

プロス得点、コンズ得点をTスコアに変換しANOVA

にて解析した。ANOVAにより有意差がみられた場合、

Tukey 法による多重比較を行い、いずれも有意水準

は 5％未満とした。図表中の平均値の記載は平均値

±標準偏差で表した。

結　果

１）生活活動・運動行動の変容ステージ

　本研究の調査対象者 161人は、1 日目の調査の

結果、生活活動と運動行動ともに図 1に示す 6ス

テージに分類された。生活活動、運動行動のそれ

ぞれの変容ステージと人口統計学的変数との関係

をみると、年齢、性別、職業、喫煙の有無の影響

は見られなかった（表 2-1, 2-2）。生活活動の変容

ステージで無意識実行期に分類された 45 人は、2

日目に行った 5段階変容ステージ分類では前熟考

期 2 人、熟考期 5 人、準備期 6 人、維持期 32 人

となり、多くの者が維持期に分類された。それに

対し、運動行動では、1日目の調査で無意識実行

期に分類された 15 人は、2日目の調査により、5

段階変容ステージで前熟考期 2 人、熟考期 4 人、

準備期 4人、維持期 5人と様々な変容ステージに

分類された。

1010 1717 3030 55 5454 4545

前熟考期　　熟考期　　準備期　　実行期　　維持期　　無意識実行期

生活活動

2929 3838 3030 33 4646 1515

0%   10%   20%   30%   40%   50%   60%   70%   80%   90%   100%

（N＝161） ※グラフ内の数値は各変容ステージの人数を示す

運動行動

図1　身体活動の行動変容ステージ分布

表1-2 　運動行動 6段階変容ステージ質問項目

あなたの過去 6カ月間及び現在、これから
6カ月間の運動についてお聞きします。

※活発な運動とは、体力の維持・向上を目
的として、計画的・意図的に行われ、息が
弾む程度の運動で習慣的に毎週行われるも
のを意味します。

あなたは、以上の定義のような定期的な運
動を行っていますか。

１． いいえ、また、これから先（6カ月以内）も運動を始め  
 るつもりはない（前熟考期）

２．いいえ、しかし、近い将来（6カ月以内）に運動を始め  
 ようと思っている。（熟考期）

３． いいえ、しかし、定期的ではないが、時々運動をして  
 いる。（準備期）

４． はい、しかし、始めてから6カ月以内である。（実行期）

５． はい、6カ月以上継続している。（維持期）

６． はい、しかし、それは意識的なものではない。
　 （無意識実行期）
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2）変容ステージと自己効力感（SE）

　生活活動における SE 総得点の平均は11.8 ± 3.9

であった。6 段階変容ステージによる SE 総得点の

Tスコアの差異を検討したところ、前熟考期 39.9 ±

10.6、熟考期 46.4± 8.1、準備期 47.9 ± 7.8、実行期

49.0 ± 8.8、維持期 52.6 ± 10.6、無意識実行期

51.5 ± 9.6 であり〔F（5/157）=3.2, p ＜ 0.01〕（図

2-a）、維持期、無意識実行期の SE 得点は、前熟考

期と比べて有意に高値を示した。無意識実行期の者

の SEは、実行期から維持期の者に近い値を示し、

　日本スポーツ栄養研究誌　第4巻（2011）

χ２

（P値）

 5 50.0 8 47.1 13 43.3 3 60.0 16 29.6 15 33.3 60 37.3

 5 50.0 9 52.9 17 56.7 2 40.0 38 70.4 30 66.7 101 62.7

 8 80.0 15 88.2 21 70.0 3 60.0 42 77.8 36 80.0 125 77.6

 2 20.0 2 11.8 5 16.7 1 20.0 9 16.7 7 15.6 26 16.1

 0 0.0 0 0.0 1 3.3 1 20.0 1 1.9 0 0.0 3 1.9

 0 0.0 0 0.0 3 10.0 0 0.0 2 3.7 2 4.4 7 4.3

 7 70.0 14 82.4 23 76.7 3 60.0 43 79.6 29 64.4 119 73.9

 3 30.0 3 17.6 7 23.3 2 40.0 11 20.4 16 35.6 42 26.1

N数（総数に対する割合％）

年齢（歳）

行動変容ステージ

4.6
(0.464)
NS

15.2
(0.434)
NS

4.3
(0.502)
NS

無意識実行期

30（18.6％）

47.1±10.5

5（3.1％）

45.0±17.2

54（33.5％）

45.6±9.9

45（28.0％）

43.7±10.6

合計維持期実行期準備期熟考期前熟考期

161（100%）

45.6±10.8

10（6.2％）

42.1±13.8

17（10.6％）

49.9±10.2

性別

職業

喫煙
習慣

男性

女性

勤労者

専業主婦

無職

その他

なし

あり

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

表2-1　生活活動の行動変容ステージと人口統計学的変数の関係

χ２

（P値）

 10 34.5 15 39.5 10 33.3 2 66.7 18 39.1 5 33.3 60 37.3

 19 65.5 23 60.5 20 66.7 1 33.3 28 60.9 10 66.7 101 62.7

 20 69.0 33 86.8 25 83.3 3 100.0 30 65.2 14 93.3 125 77.6

 6 20.7 4 10.5 4 13.3 0 0.0 12 26.1 0 0.0 26 16.1

 1 3.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 4.3 0 0.0 3 1.9

 2 6.9 1 2.6 1 3.3 0 0.0 2 4.3 1 6.7 7 4.3

 21 72.4 28 73.7 20 66.7 1 33.3 39 84.8 10 66.7 119 73.9

 8 27.6 10 26.3 10 33.3 2 66.7 7 15.2 5 26.1 42 26.1

N数（総数に対する割合％）

年齢（歳）

行動変容ステージ

1.6
(0.895)
NS

14.0
(0.527)
NS

6.6
(0.247)
NS

無意識実行期

45.6±10.846.9±9.8 41.0±10.1 45.4±11.5 49.0±9.645.5±11.243.3±10.8

合計維持期実行期準備期熟考期前熟考期

161（100%）30（18.6％） 46（28.6％）3（1.9％） 15（9.3％）29（18.0％）38（23.6％）

性別

職業

喫煙
習慣

男性

女性

勤労者

専業主婦

無職

その他

なし

あり

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

人数 割合
（%）

表2-2　運動行動の行動変容ステージと人口統計学的変数の関係

※割合（%）：各項目の各期内の割合を示す　　年齢：ANOVA 結果　F（5/155）＝ 0.766,   p ＝ 0.576　  NS  有意差なし

※割合（%）：各項目の各期内の割合を示す　　年齢：ANOVA 結果　F（5/155）＝1.5,   p ＝ 0.336　  NS  有意差なし
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後期ステージに属する者と違いはみられなかった。

　一方、運動行動の SE 総得点の平均は10.8±4.0

であった。6段階変容ステージによるSE 総得点のT

スコアの差異を検討したところ、前熟考期42.3±6.8、

熟考期 44.6±7.5、準備期 49.4± 8.2、実行期 54.6

±10.1、維持期 59.1± 6.9、無意識実行期 49.8 ±

11.1であり（有意差〔F（5/155）=22.0, p＜0.001〕）、

無意識実行期は統計学的に維持期よりもSE が低く、

前熟考期よりも高い得点となった（図2-b）。

3）変容ステージと意思決定バランス（DB）

　生活活動のプロス平均得点は 35.3± 6.2、コンズ

の平均得点は 22.8± 5.8 であり、運動行動のプロス

の平均得点は 36.7± 5.5、コンズの平均得点は 23.0

± 6.1であった。

　生活活動では、6段階変容ステージ別のプロス得

点、コンズ得点の平均得点の差はみられなかった。

※ グラフ内の数値は自己効力感得点（Tスコア）を示す

＊p＜0.05,  ＊＊p＜0.01,  ＊＊＊p＜0.001
ANOVA    F（5/155）=22.0,  p＜0.001

前熟考期
（29）

熟考期
（38）

準備期
（30）

実行期
（3）

維持期
（46）

無意識
実行期
（15）

（N＝161）

行動変容ステージ （　）内は人数を示す

＊
＊＊＊自

己
効
力
感
得
点（
T
ス
コ
ア
）

＊＊ ＊＊＊
＊＊＊ ＊＊

30
35
40
45
50
55
60
65
70

42.3 44.6 49.4 
54.6 59.1 

49.8 

一方、運動行動では、変容ステージによる平均プロス

得点の差はみられなかったものの、コンズ得点では、

無意識実行期に属する者の得点が53.4±12.4と高

く、熟考期、実行期、維持期との間に有意差がみら

れた〔F（5/155）= 6.9, p＜0.001〕（図3）。生活活動

のバランス得点は、前熟考期 4.8±11.8、熟考期 4.5

±15.1、準備期 4.4±16.1、実行期 4.8±12.5、維

持期1.5±18.3、無意識実行期 0±15.7 であり、変

容ステージ別の平均値の差に有意差はみられなかっ

た。一方、運動行動のバランス得点は、前熟考期 9.2

±13.8、熟考期 1.5±17.7、準備期 3.6±13.7、実

行期 14.2±19.9、 維持期 7.1±15.6、 無意識実行

期 3.6±18.9 であり、変容ステージ別の平均値の差

を検討したところ、有意差〔F（5/155＝ 4.8,p＜0.001〕

がみられた（図3）。維持期のバランス得点は、前熟

考期の者と比べて高値を示し、バランス得点がプラス

に転じるバランスポイントは準備期から実行期にか

けて認められた。無意識実行期の者の意思バランス

評価は、準備期から実行期の者に近い値を示した。

考　察

1）変容ステージ（6段階変容ステージ）の分布

　運動行動は他の健康行動と比較して準備期の割

合が大きいことが指摘されているが［16］、職域

の健康増進プロジェクトへの参加者について調べ

ると、参加者の 24%が前熟考期、33%が熟考期、

10%が準備期、11%が実行期、22%が維持期に分

類されると報告されている［17］。このような傾向

※ グラフ内の数値は自己効力感得点（Tスコア）を示す

＊＊p＜0.01
ANOVA    F（5/157）=3.2,   p＜0.01

39.9
46.4 47.9 49.0 52.6 51.5

前熟考期
（10）

熟考期
（17）

準備期
（30）

実行期
（5）

維持期
（54）

無意識
実行期
（45）

＊＊
＊＊

30

35

40

45

50

55

60

65自
己
効
力
感
得
点（
T
ス
コ
ア
）
（N＝161）

行動変容ステージ （　）内は人数を示す
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図3  運動行動の意思決定バランス、プロス・コンズ得点
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は米国や豪州における介入研究においても同様で

あったと報告されている［17］。本研究では、対

象者が健康関連の講演の参加者や、栄養系大学の

職員およびその家族であったため、健康への意識

が高く、健康づくりのための運動行動を心がけて

いるものが多いと思われたが、運動行動は先行研

究とほぼ同様の分布であった。しかし、生活活動

については維持期と無意識実行期が半数以上を占

め、無意識実行期の者は運動行動の変容ステージ

分布で全体の約10％程度だったのに対し、生活活

動では 25％以上を占めた。運動行動における無意

識実行期の者は生活活動に比べ少数ではあるが存

在しており、5段階変容ステージでは生活活動の

無意識実行期の者とは異なり、様々なステージに

分類されたことから、運動行動の無意識実行期に

は準備性の高い者と低い者が混在していることが

示唆された。その要因として、運動行動の無意識

実行期の者は 15 名中 14 名（93.3％）が勤労者であ

り、職業として身体を動かすことが避けられない

者がいることや、趣味・娯楽として、体力の維持・

増進等の計画性を持たずに行っている者が存在す

ることが予想される。Marcus ら［18］や岡ら［12］

の研究によると、ジョギングなどの高強度（5.0 ～

7.0METs）の運動時間と運動の変容ステージの関係

は相関を示したが、ウォーキングや庭仕事などの

中等度（3.0 ～ 4.9METs）の運動時間とはその関係

を示さなかったと報告している。これらのことは、

運動行動に比べ、生活活動は身体活動として意識

されにくいという性質の違いを示しており、運動

の変容ステージを用いて、生活活動のステージを

正確に把握することは難しい。従って、それぞれ

のステージを別々に調査していくことは、健康教

育の計画を立てる上で有益な情報が得られ、かつ

効率的な介入効果が期待できると思われる。

2） 変容ステージと自己効力感（SE）

　6 段階変容ステージとSEとの関係は、先行研究

［19, 20］でも報告されているように、前熟考期から

維持期に向かい増加し、後期ステージである者ほど

SE が高い傾向であった。また、生活活動の無意識

実行期に分類された者の SEは、実行期から維持期

の者に近い値を示し、後期ステージに属する者と

統計的な違いはみられなかった。しかし、運動行動

の無意識実行期の者のSEは、生活活動の結果とは

異なり、準備期の者に近い結果となった。生活活動

の無意識実行期の者は 5段階変容ステージ分類に

おいても後期ステージに属する者が多く、この背景

には、生活活動は無意識のうちに習慣化されている

行動が多いことが関与すると考えられる。すなわち、

SEには４つの要因（成功体験、代理経験、社会的説得、

生理的・感情的状態）が影響すると考えられているが、

習慣的な行動においては、これらの要因の影響が運

動行動と比較すると小さいのではないかと考えられ

る。したがって、生活活動に対する指導においては、

これまでに無意識で行っていた行動を意識下に置き、

その行動の健康に対する有用性を確認させることで、

活発な生活活動を行うためのSEを高めることができ

ると考えられる。運動行動に比べ、比較的継続しや

すい生活活動への指導は、身体活動量増加のため

の有効な手段とも言える。しかし、無意識実行期に

分類された 3割は前熟考期から準備期に分類されて

いることから、指導者は個々人の行動と意識のレベ

ルを的確に判断し、無意識実行期の準備性を見極め

る必要があるだろう。

3） 変容ステージと意思決定バランス（DB）

　運動行動における変容ステージと DB との関係

は、コンズに対して初期ステージほど高く評価

し、反対に後期ステージほど低く評価する傾向が

みられ、先行研究［21, 22］と同様な結果が得られ

た。プロスに関しては変容ステージによる差はみ

られなかった。このことから、変容ステージとの

関係はコンズに対する評価が影響していることが

わかった。プロスとコンズのバランスを評価する

意思バランス得点をみると、維持期の者は前熟考

期の者よりも明らかに高く、そして、プロスとコ

ンズの評価が逆転する意思決定のバランスポイン

トは、準備期から実行期にかけて存在した。これ

も先行研究［16］の結果とほぼ同様であり、意思決

定バランスは、運動を実践する前の段階、特に行

動が変わり始めてきた準備期で注目すべき要因で

あることが示された。したがって、運動の実施を

規定する要因のひとつとして DB が重要であるこ

とが示唆された。
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　一方、生活活動においては、変容ステージとDB

との関係には特徴的な傾向はみられなかった。そし

て、運動行動に比べて、プロスに対する評価とコン

ズに対する評価の差も小さい傾向であり、無意識実

行期に属する者は、プロス得点とコンズ得点がほぼ

同値で、維持期の者に近い傾向がみられた。このこ

とから、生活活動を実施することに対する利益や不

利益は変容ステージを問わず自覚しにくいのではな

いかと推察された。上述したように、生活活動は日

常生活に密着して自然に生じる行動が多いため、行

動に対する利益、不利益を考えて実施するような行

動ではないことが考えられる。

まとめ

　本研究では、生活活動と運動行動を変容させるた

めの効果的な介入を行うための基礎資料を得ること

を目的に、生活活動と運動行動の質的違いについて

比較検討を行った。

　運動行動が体力の維持・向上といった目的を持ち、

計画的・意図的に実施される行動であるため、意識

の下に行動が行われるのに対し、生活活動は、日常

の習慣的行動となっていることが多く、運動行動に

比べ、行動を起こしていても無意識に行っているも

のが多かった。このことから身体活動としての生活

活動の認識の低さが考えられた。また、行動を規定

する心理的要因としても、ＤＢが運動行動の心理的

要因として有効であるのに対して、生活活動では変

容ステージとの間に関係はみられなかった。

　変容ステージの分類の際に、目的行動を運動行動

のみにすると対象者の生活活動に対する準備性まで

把握することができず、身体活動に対する的確な指

導は難しい。以上のことから、身体活動の変容ステー

ジは生活活動と運動行動の二つの分野に分けて分類

し、心理的要因の検討を行った上で指導を行う事が

望ましいと考えられる。
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